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子どもたちすべてが健やかに育つためには，学
校は物理的に安全かつ心理的に安心できる場でな
ければならないであろう。しかし，実際のところ
学校は予想外に多くの危機にみまわれ，子どもた
ちが心身ともに望ましい方向で育っていくために
は，たくさんの対策を講じる必要性が指摘されて
いる（山崎・戸田・渡辺，2013）。具体的には，
いじめ，自殺，非行などの問題が発生したときの
適応の不適切さが時に社会的問題として大きく取
り上げられることが少なくない。アメリカでは不
審者侵入による襲撃事件などが深刻な問題となっ
ている（Zenre,2013）。記憶に新しいところでは，
竜巻が思い出されるが，地震，台風など自然災害
は，学校を含む家庭や地域に甚大な被害を及ぼし
ている（Jimerson,Brown,Saeki,Watanabe,
Kobayashi,& Hatzichristou,2013）。
こうした学校にふりかかる危機事態については，
その防止と介入に関する体制作りが火急の課題と
なっている（野坂・元村・瀧野・内海，2006）。
学校における危機としては，個人レベルの危機
（不登校，虐待，家庭崩壊，性的被害，家出，自
殺企図，病気），学校レベルの危機（いじめ，学
級崩壊，校内暴力，校内事故，薬物乱用，食中毒，
病気など），地域社会レベルの危機（殺傷事件，
自然災害，火災，公害，誘拐・脅迫事件，窃盗暴
力事件，IT被害，教師の不祥事など）の3つに
分類されている（心の教育総合センター，2002：
上地，2003）。こうした学校危機は自然災害など
それ自体を避けることができないものもあるが，
少なくとも日頃から，事件や事故につながる要因
をできるだけ最小限あるいは排除するためには，
起きた場合に被害を最小限にとどめる対策が講じ
られている必要がある。学校教育の基本的な役割
は，発達段階に応じて，知・徳・体の調和のとれ
た教育を行うとともに，生涯学習の理念の実現に
寄与することである。確かな学力の定着を図り，
生涯にわたる学習の基盤をつくることや，同世代
の仲間との共同生活を通じて，人間性や社会性な
ど豊かな心と健やかな体を育成すること，さらに
は一人一人の長所を見出し，その個性・能力の伸
長を図っていくことなどは，今後の社会において
も普遍的な学校教育の役割と考えられているから
である（文部科学省，2004）。こうした学校の本
来の目標を遂行していくためには，子どもたちの
心身の安全を基盤に考えることは不可欠なことで
あり，トラウマからの回復や，本来想定される健
全な発達を目標に据えて，学校危機対応に真剣に
取り組んで行くことが求められる。
しかし，現状は，すべての学校がこうした危機
予防の対応に十分に対応しきれている状況にはな
いようである。今年になって新聞をにぎわせた教
師の体罰事件，陰惨ないじめ事件など問題後に慌
てて対応する後追い型の対応が露わであり，危機
対策が十分でなかった事が浮き彫りにされている
からである。実際，自殺，いじめ，不審者の侵入
など，それぞれの危機に対応するマニュアルがパ
ンフレットの形で学校には準備されているところ
は少なくない。しかし，必ずしも学校スタッフが
その内容について精通しているわけではなく，実
際に「誰が」「どのように」「どれくらいのスパン
で」活用するのか，子どもたちに対応する具体的
な言葉掛け，行動など十分なシミュレーションが
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なされていないのが現状である。
そもそも，学校危機管理のプロセスはどのよう
に考えられているのだろうか。
これは，図1のように，「リスクマネジメント」
と「クライシスマネジメント」に分類されている
（瀧野，2012）。「リスクマネジメント」は，「一次
予防」とよばれ，事件及び事故を未然に防ぐ取り
組みである。危機因子を早期に発見して回避また
は除去する取り組みが重要であり，学校の危機管
理体制を確立しておくこと（学校運営組織の再編
成，授業の対応，保護者対応，マスコミへの対応
など）が重要になる。さらには，生徒に直接働き
かけ，レジリエンス，ソーシャルスキルの育成，
人権教育，自殺予防，ストレスマネジメントなど，
子どもたち個々の人格形成に対する働きかけをふ
だんから行うことが求められている。近年様々な
心理教育プログラムが学校に導入されている（渡
辺・小林，2013）。
他方，「クライシスマネジメント」は，危機発
生後，どのように被害を最小限にとどめるかにか
かわる対応である。二次予防や介入の段階にある
といえ，ケガや病気など命にかかわることへの対
応，通報のありかた，連携のあり方を綿密に決め
ておく必要がある。とくに，子どもたちの身体面
に比較すると心理的な側面，不安，恐怖心，トラ
ウマへの対応は見逃されやすい。しかし，現場か
ら安全な場所への迅速な移動，メディアによる陰
惨な場面の報道を見ないようにするなど，相当の
ケアをしておかないと二次的な問題を引き起こし，
子どものその後の人生になんらかの影響を残して
しまうことになる。そのため，事故事件発生から
の時間軸を重視した対応が必要である。子どもた
ちが，学校生活において安心感，安全感，信頼感，
セルフコントロールを回復できるような対応が必
要なのである（瀧野，2012）。その際，スクール
ワイド，クラスワイド，小グループ対応，個別と
いった問題の深刻度に応じた対応や，中長期的な
視点をもった三次予防まで考えておく必要がある。
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図1 危機管理のプロセス例（瀧野，2004をもとに一部追加して作成）
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こうした学校の危機予防は，すでに，1960年
代から注意が向けられており，アメリカ学校心理
士会などでは学校危機予防のトレーニングなどが
毎年スクールサイコロジスト対象になされている。
いわば，学校危機予防対策の先進国といえる。そ
れゆえ今後我が国の学校危機予防を考えていくう
えで，アメリカの学校危機予防教育の歴史と特徴
は参考になることから，ここで紹介することを目
的とする。
1．学校予防教育の特徴と歴史
予防教育の普及
予防教育プログラム（Evidence-BasedPrac-
tice:EBP）の普及の速さや多様性においては，
アメリカは他の国々の追随を許さず一つの大きな
モデルを創りだしている。これを可能にしている
のは，心理学領域における研究者およびこうした
教育，実践にかかわっている人たちの層が厚いか
らである。正しい比較にはならないだろうが，現
在，日本で最初に創立した日本心理学会の会員数
が，8,000規模であるのに対して，アメリカ心理
学会は13万人から15万人もの数にのぼり巨大な
組織力を維持している。この論文では，近年注目
されつつある学校予防教育についての展望を目的
とするが，まず最初にアメリカにおけるこれまで
の取り組みと現在，そしてこれからの課題につい
てまとめることを目的とする。まず，学校におけ
る予防教育について概観してみると，1960年代
から学校予防教育が日本の現場に普及し始めた
1994年の終わりまで合計すると，すでに586に
のぼる予防教育の研究が公刊されている。翌年度
の1995年においては，アメリカの小学校と中学
校で約4,700万の子どもたちがいるが，おおよそ
15％が臨床的な問題を抱えていると推計されてい
る（Durlak,1995）。
近年，我が国においても，教育実践にエビデン
スが求められるようになったが，アメリカではす
でにこの1990年代において，こうした介入が子
どもたちの行動，社会性，そして学業のどのよう
な点を改善しているかを明確にするために，多く
の時間と焦点が当てられていたのである。ただし，
この時点での予防教育は，どちらかといえば病気
の予防など，身体的なリスクを減らすことに力が
注がれていた。そのため，この論文で焦点を当て
る心理的要因を含めた健康システムを機能させる
ことや，問題を予防していこうとする方向は比較
的遅れて注目されるようになったと考えられる。
また，現在と比較すると，研究は比較的散見され
る状況にあり，こうした研究を支えるファンドも
小さいものが多かったようである。しかし，こう
した取り組みが地道に重ねられてきたからこそ，
今日，健常児にあまねく必要だと考えられるプラ
イマリー，換言すればユニヴァーサルな予防教育
のニーズが高まってきたと考えられる。こうした
高まりの背景には，アメリカの教育環境の変化な
どが影響していることが明らかであることから
（Dol,B.,Pfohl,W.,&Yoon,J.,2010），以下に
概観していく。
予防教育のレベル
一口に予防教育といっても，学術的には多くの
異なる領域をまたぐ教育となる。すなわち，健康，
疫学，教育学，医学，コミュニティ学，発達心理
学，臨床心理学などにかかわる学際的な科学であ
る。そして，予防教育は，早くから，3つに分け
て，考えられてきた。まず，一次予防教育である。
問題の発生を予防するために健常児すべてを対象
にする介入を意味する。つぎに，二次予防であり，
障害が大きくなる前の時期への介入をいう。最後
に，三次予防は，問題や障害がすでに問題として
顕著である子どもに，いかに対応していくか，あ
るいは治療するかという介入のことである。その
ため，三次になると，臨床的な治療とリハビリの
双方が必要になる。
介入プログラムは，主に「人」と「環境」のい
ずれに焦点を当てるかによって区別されてきた。
人に視点を当てる場合には，特定の問題を想定し，
それを予防することが考えられる。具体的には，
各生徒が問題を予防し，精神的健康を維持できる
学校危機予防教育の流れと展望 59
Hosei University Repository
ように，それに必要なスキルを与えるといったア
プローチが考えられることになる。他方，環境に
焦点を当てる介入も考えられた。子どもだけでは
なく，子どもを取り巻く様々な要因に目を向ける
ことが重視されたのである。この着眼は後に紹介
する PositiveBehaviorInterventionSupport
（PBIS） や Socialand EmotionalLearning
（SEL）など多くの予防教育に影響を与えている
ことが明らかである。
プロアクティヴな目標設定
予防を押し進めるための理論や方法に関しては，
2つの動きがあった。
一つは，特定の問題にのみ焦点を当てて予防す
るといった考え方から，しだいに予防の目標が広
がり，予防の対象となるグループも拡大していっ
たことである。その結果，対象とする心理的な変
数についても，特定の症状や問題ではなく，健康
な生徒の一般的な行動や感情を含めて広がってい
くようになった。もう一つは，時間の展望につい
てである。最初は，長期的な展望が中心であった
が，比較的近々の目的の重要性など，スパンにあ
わせてアプローチを考える必要性が認められるよ
うになった。
また，目標については，リスクになる要因を減
らすことだけではなく，積極的に求められる要因
を育てようとする2つの目標が同時にたてられる
ようになった。たとえば，いじめの予防教育とし
て，攻撃性を減らすことだけに焦点を当てるので
はなく，思いやり行動や共感性を育てるといった
ポジティヴな資質の育成にも焦点を当てていくこ
とが求められるようになった。
これは，必ずしも，攻撃性を軽減することが，
思いやりを育てることにつながるわけではないこ
とが明らかになったからである。すなわち，攻撃
行動は減ったものの，無気力になったり，引きこ
もるようになる可能性もあり，リスク要因の減少
が，即健康であると言うには不十分だからである。
したがって，ただ問題行動を減らすだけでなく，
育成すべき要因にきちんと焦点を当て開発的な目
標を見据えた上での問題予防が目標として掲げら
れるようになったのである。特に，ここ数年はポ
ジティブな心理変数への関心は強くなっている。
2．学校予防教育の歴史
予防教育の導入の流れ
1940年ごろを振り返ると，初期は，子どもへ
の臨床的なガイダンスのかたちで実施されてきて
いる。すなわち，ハイリスクの子どもたちを対象
としたクラス対象のカリキュラムが，1940年代
初期からすでにあらわれはじめていた。そして，
1950年代には，予防教育についてパイオニア的
な研究がなされるようになり，その中には，St.
LouisProject（Glidewel,Gildea,&Kaufman,
1973）などがあった。その後，1990年代になっ
て，具体的な健康教育がみられるようになった。
スクールワイドで，かつコントロール群を用い
た研究は，1990年代の統計では，毎年学校のほ
ぼ70％以上が，たばこ，アルコール，ドラッグ，
身体的な健康の問題などについて実施されてきた。
また，85％が，性教育のプログラムも実施されて
きている。1993年には攻撃性の予防プログラム
は，225学校，12万人の生徒を対象に実施された
と報告されている（Durlak,1995）。ただし，こ
うしたプログラムの大半は，システマティックに
評価されてこなかったことが問題であった。また，
ファンドや権限をもつ州の行政からの指示に影響
される場合が多かった。そのため，学校サイドは，
自発的にプログラムを開発するというよりは，手
軽で実施しやすいプログラムを選ぶ傾向がどうし
ても高くなり，危機的な問題を回避する方に関心
が行きがちであった。その結果，予防に焦点を当
てた取り組みは，国レベルでみると比較的数も限
られ，ファンドも大きいものは少なかった。
今日では，アメリカ国内にさまざまなスクール
ワイドの予防教育が実践されているが，海外をは
じめアメリカ全体で実践される規模の予防教育は
いまだ限られている。特に連邦レベル，州レベル
の行政サイドの意向と，実践を施行してエビデン
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スを求めながら実践を積み重ねる研究者の意図す
る実践とは，大きなギャップがあるようである。
そのほか，下記のような行政からの影響をさまざ
まに受けてきた歴史がある。
行政からの影響
1） NoChildLeftBehind
アメリカは連邦国家であることから，1791年
の憲法によって，連邦の権限が規定されている。
すなわち，教育行政は基本的に州に委ねられてい
る。つまり，州が州憲法や州の教育法に基づいて
州内の教育全般を統括しているしくみをとってい
る。連邦レベルの教育行政機関は連邦教育省であ
り，「教育の機会均等」「優れた教育の振興」が使
命である。そのため，主たる事業は，補助金や奨
学金や，教育情報の収集や提供，研究開発であり，
国家の教育費全体の10％を負担している。1960
年代に公民権法の成立に伴い，初等中等教育法
（1965）や，高等教育法（1965）によって，補助
金の交付や教員養成などが規定されていた。1990
年代には，就学前における学習準備の徹底，
高校の卒業率の引き上げ，基礎的教科の達成度
評価の実施，教員の資質向上，などが盛り込ま
れたアメリカ教育法や学校改善法などが制定され
た。そして，大きな改革が2001年の初等中等教
育を対象にした，落ちこぼれをつくらないための
初等中等教育法（NoChildLeftBehindAct）
であった。これは，法的に2002年に制定されて
いる。元来，教育に関する権限をもたないとした
連邦政府が，学力向上という目標を掲げて積極的
に関与しはじめた背景には，1989年の「教育サ
ミット」で，初めて全国レベルの共通教育目標に
ついて発表されたことがひきがねとなっているよ
うである。1994年のクリントン政権時に，アメ
リカ教育改善法が制定されたうえ，2000年には
ブッシュ大統領が，教育を国内政策の最重要課題
と位置づけ，公的教育における連邦の役割を押し
出した。このときの法律は，法律としての効力の
期限の明記はないが，規定には20132014終了時
点までに，すべての児童生徒が居住している州の
決めた学力水準に到達することになっている。こ
のNCLBに規定された背策の策定や導入は，州
の任意であるが，大半の州が導入しており，国の
基本計画に近いものと考えられる。これによって，
教育に関する学校の説明責任が大きくなり，学校
環境そのものへの見直しや働きかけが強くなった
と考えられる。学力が特に重視されているわけで
あるが，同時に学校の安全や環境についての見直
しがはかられたことから，予防教育についての取
り組みについても後押しされるようになったと考
えられる。
2） DARE（theDrug AbuseResistance
Education）プロジェクト
行政や資本家が積極的に押し進め，一般大衆に
広く認知されるようなプログラムは，広く施行さ
れる割合が高い。しかし，その領域での研究やエ
ビデンスを十分に踏まえた上での取り組みでない
ことから，結果的に十分な効果を示せず，立ち消
えになってしまう場合も少なくない。その一例と
してよくあげられるのが，行政側主導のDARE
プロジェクトである。このプログラムは，1980
年代のLAでの取り組みから次第に全国規模に広
がったプログラムである。レーガン大統領時代の
ドラッグへの対策も影響して，theMinistryof
DefensePoliceの警官によって実施されるプロ
グラムであった。1995年には，小学校から高等
学校を含め，推計500万人以上の子どもたちが受
けたと考えられる（U.S.DepartmentofJus-
tice）。コアになるカリキュラムは，約45から60
分の授業を毎週利用して，16から17週間実施さ
れる。警官はこのプログラムのために90時間の
トレーニングを受けるというものである。ドラッ
グやアルコールに抵抗する知識とスキルの獲得，
自尊心の向上，アサーションのトレーニング，ア
ンガーマネジメント，コミュニケーションスキル
の獲得などのレッスンから成り立っている
（Petrosino,A.,2005）。
このプログラムは，1990年代にかけて多くの
ニーズのもとに全国規模にまで広がり実施される
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ようになった。しかし，その後，このプログラム
の効果について論争されるようになり，知識は獲
得できても態度の変容にまでは効果がないなど，
批判されるようになった。1990年代後半になっ
て，theDepartmentofEducationは州が学校
安全関係の資金をどのように使っているかを厳し
く検証するようになり，1998年には，「Princi-
plesofEffectiveness」のもとにエビデンスベー
スのプログラムを用いることが強く求められるよ
うになった。こうした流れを受けて，DAREは
エビデンスを疑問視されるようになり，さらなる
改善が求められるようになっている。こうしたス
クールワイドでありながら特定の予防だけに焦点
を当てられた背景には，専門領域を越えることの
難しさがあると考えられる。ただし，DAREの
取り組みは，はからずも，スクールワイドのプロ
グラムの導入を推進するきっかけを与えたように
思われる。
3） ゼロトレランス（ZeroTolerance）の影響
学校構内での武器の持込みや発砲事件，ドラッ
グなどの問題への対応として取られた考え方であ
る。具体的には，校内での行動に関する詳細な罰
則を定めておき，これに違反した場合は速やかに
例外なく罰を与える方法である。これによって，
生徒自身に責任を自覚させ，改善が見られない場
合はサスペンションや退学処分を科すというもの
である。1994年にアメリカ連邦議会が各州に同
方式の法案化を義務付け1997年にクリントン大
統領が全米に導入を呼びかけ広まった。
しかし，この処分は過剰反応を引き起こした感
もあり，少しでも問題があると厳しくあたる傾向
を助長している。そのため，たとえば小学生でも
規則に違反した場合に，サスペンションといった
対応がとられる場合もあり，問題のある子どもの
問題に対応してこうとするスクールワイドの予防
教育の推進を阻害し，問題に蓋をする，あるいは
排除するといった方向にいきがちである。問題
のある子を学校から排除することは，結果的に
社会からもドロップアウトする子どもたちを増や
してしまうことにつながり批判をよんでいる
（NASP,2008）。
4） 障害判定や評価の影響（ResponseToIn-
tervention:RTIの影響）
アメリカ合衆国は， 2004年に Individuals
with Disabilities Education Improvement
（IDEA）の改正を行った。これは，先述のNCLB
の整合性を高める方針であり，学校は障害のある
子どもたちに質の高い技術と知識をもった教師を
充当し，すべての特殊教育の担任教師に特殊教育
免許所持を求めた。そして，できるだけ多くのア
セスメントツールを使用し，生徒の学力や行動面，
機能面，環境などの重要な情報を標準検査だけで
はなく，日常の指導記録や試験などから得ること
を求めた（Intervention-BasedApproach）。こ
れはすなわち，RTIを使用することを求めてお
り，それまでのLDの判定に用いられていたディ
スクレパンシーからの大きな転換を求めたことに
なる。
ディスクレパンシーモデルは，IQと学力面の
乖離の測定をもとにLDの判定をする方式であっ
たが，RTIでは，多層モデルによる教育的介入
を実施する（Jimerson,Burns,VanDerHeyden,
2007）。すなわち，第一次的教育介入，第二次教
育的介入，第三次教育的介入というように，現在
の予防教育の3つのカテゴリーに対応する考え方
である。したがって，すべての子どもについてア
セスメントを実施し，階層を経ることによって問
題のある子どもへの支援の目を行き届かせようと
するところに特徴がある。ただし，早期発見によ
る予防を重視するか（earlywarning），時間を
かけて子どもをよくみて障害の確実な判定を目指
すか（wait-to-fail）かは，いまだ議論がある。
さらには，健常児を中心に考えてきた方向性と，
障害児への対応を中心に考えてきた方向性とが類
似した枠組みをもち一見合流したかのようである
が，実際のところ，成果を上げているかどうかと
いった公式な評価についてはいまだ明確ではない
（川井，2009:IDEA,2004）。
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3．拡大するリスクマネジメントとして
の学校危機予防教育
ここでは，生徒の人格形成および生徒をとりま
く環境にも焦点を当て，リスク要因の軽減だけで
なく，社会的コンピテンスの向上をめざした包括
的な介入のありかたをめざした予防教育を紹介す
る。
PositiveBehavioralInterventionsand
Supports:PBIS
スクールワイドに実施されているPBS（Posi-
tiveBehavioralInterventionsandSupports）
は，学校を対象にした場合に限定して，SWPBIS
（SchoolWidePositiveBehavioralInterven-
tionsandSupports）とも呼ばれている。行動
上にさまざまな問題を呈する子供たちに個別に対
応することからはじまったプログラムである。し
かし，しだいに，個々の生徒に焦点を当てるだけ
ではなく，予防研究の必要性を認識しはじめてい
る。現在は，生徒やスタッフすべてのニーズを満
たす「健康」に関するシステムの確立に焦点が当
てられるようになった。そのため，スクールワイ
ドのシステム構築に力が注がれ，近年急ピッチで，
対象となる学校が増加している（Sugai,Horner,
Dunlap,Hieneman,Lewis,Nelson,Scott,
Liaupsin, Sailor, Turnbul, Turnbel III,
Wickham,Wilcox,andRuef,2000）。具体的に
は，コネチカット大学のスガイ博士（George
Sugai）とオレゴン大学のホーナー博士（Robert
Horner）を中心にtheNationalCenteronPosi-
tiveBehavioralInterventionsandSupports
を本拠地にして，取り組まれてきている。特に，
エビデンスの確立に力が注がれ，PBSは，単な
るプログラムではなく「システム」「枠組み」と
して拡大しつつある（Sailor,etal.,2009）。行政
面では，アメリカ教育省の特殊教育担当（The
OfficeofSpecialEducationPrograms,U.S.De-
partmentofEducation）は，学校での予防シス
テムの確立が重要であるという認識において，目
的を同じくするPBISに注目し，国家技術支援セ
ンター （theNationalTechnicalAssistance
Center）の介在を通して，強く支援している。
その結果，現在，アメリカでは14,300以上の学
校が このSWPBISを実施するに至っている。特
に，SWPBISの拡大を目指して リーダーシップ
に関する多層的なシステムが掲げられている。す
なわち，教育省（DepartmentofEducation）
と国家技術支援センターは，国家レベルの技術支
援センター（i.e.,CaliforniaTechnicalAssis-
tanceCenteronBehavior/CalTAC）の傘下に
地区，学校，地域のコミュニティを位置づけてい
る。
SWPBISの急ピッチな進化および普及は，多
くの科学的領域から導かれてきたといえる
（Carr,2007）。まず，応用行動分析が重要な役割
を果たしている。さらには，システム分析，環境
心理学，エコロジカル心理学，ポジティヴ心理学，
行動科学，神経科学，予防科学が統合されており，
結果的に個々を加算した以上の成果が期待される
システムが考えられている（Carretal.,2002）。
したがって，PBISの理論は，コミュニティ，教
育施設（プリスクール，幼稚園，中学校，高校，
それ以上の高等機関）のキャパシティを最大限に
活かす行動システムアプローチとして考えること
ができる。同時に，研究から得られたエビデンス
を実践に生かすことが常に目指されており，効果
的な学習環境を確立する一連のシステムが念頭に
おかれている（Sugai,Horner,Dunlap,etal.,
2000）。さらには，生態学的なコミュニティ理論
の応用から，文化的な環境に適応するということ
がどういうことなのかが深く考えられており，単
なる生徒個人の問題を解決することだけではなく，
学校環境そのものの健全性の確立に念頭がおかれ
ている。SWPBISは，すべての学校において，
望ましい社会的文化を学ぶことができる環境をつ
くりだそうとしている。また，グローバルな市民
になるうえで必要なことを身につけることが目標
とされている。マクロレベルには，心身の病を予
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防し，健康な環境を積極的につくりだすことが，
ミクロレベルには，個人の生活の質（QOL）を
高めることが目標とされている（Carr,2007）。
こうした実践は，今や学校を超え，コミュニティ
やビジネスにも応用されているが，それを可能に
しているのは，生涯発達の視点をとっていること
があげられる（Carr,Dunlap,Horner,etal.,
2002）。個人の成長は，多様で複雑な環境に適応
していくことであり，発達のモデルとして，連続
したサイクルとシステマチックなプロセスが想定
されている。つまり，個人をシステムと捉えて環
境の変化を受けながら進化していくとイメージさ
れている。
対象については，3つの観点から考えられてお
り，図2のように，問題をかかえていないユニバー
サルな対象，問題をいくらか呈示しているターゲッ
ト，そして問題を実際に抱えている子どもたちへ
の集中的な対応が想定されている。目標を具体的
に示すとつぎの,効果的な実践を行う上で学校
を支援するシステムをデザインすること,問題
を予防する学校文化の創成と肯定的な社会的経験
を明示し，それを教え，認識させること，さらに
は，問題行動について一貫した教示を与えていく
こと，望ましい支援を必要とする生徒に継続的
な介入を与えること，決断のためのデータを集
め，活用すること，4つにまとめられる。
主に対象としているのは，生徒すべてが問題を
予防し，社会的にも学業においても成長していく
ことである。個別だけでなく，最適な学校環境を
創成していくことが目標におかれている
（Algozzine,Horner,Sugai,Barrett,Dickey,
Eber,Kincaid,Lewis,Tobin,2010）。ここでの
成果は，生徒にかかわることすべてについての変
化を指す。すなわち，学業，いじめの頻度，退学
率，校長室への呼び出しなど，具体的な数字に効
果が現れることが期待されている。しかも，時間
をおいて年に1，2回といった測定ではなく，常
に評価し，それを活用していくことが求められて
いる（Algozzine,Horner,Sugai,etal.,2010）。
さらに，問題行動や暴力の頻度を軽減するだけで
はなく，肯定的な資質である社会性，感情のスキ
ルが向上すること，さらには，学業の向上と安全
な学校環境が創成できることが目標に含められて
いる。トレーナー養成は，専門職養成に関するエ
ビデンスを基にしている。特に，この枠組みの導
入に3から5年をかけている。まず，学校のスタッ
フに，掲げている教育目標の説明，学校にどのよ
うに貢献するか，また，どのようにして期待され
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図2 スクールワイドのPBSの考え方
１次予防：すべて
の生徒，スタッフ，
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象
２次予防：リスクの
ある子どもを対象
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るものを実現するかという全貌について説明する。
1年目は 3日かけて学校を代表するリーダーを
養成することからはじまる（Universal-TierI
Systems）。2年目は2日間かけての養成を行い
（Secondary-TierIISystems），さらに，3年目
では 12日かけてのトレーニングを実施する
（Tertiary-TierIIISystems）。各年度の養成プロ
セスにおいてチームが編成されることとなる。各
チームは，コーチの指導のもとに，さらに5日間
の養成とネットワークのフォーラムに出る。チー
ムの管理職は（すなわち，校長や，副校長）は，
コーチとともにコーチのフォーラムに出席する。
地区ではまた，リーダーのチームをつくるように
求められる。PBISには，コーディネーターがお
り，地区のコーチと管理職とコミュニケーション
し，システムを促進していくうえで重要な働きを
している。 多くの文献によって評価の適切性が
検証されてきている（Algozzine,etal.,2010）。
PBISのサイトでも文献が紹介されている（www.
pbis.org）。測定のスケジュールからアセスメン
トのタイプ，具体的なアセスメント名まで紹介さ
れている。実際のアセスメントや調査についても
すべて記載されている。たとえば，学校が所有し
ているデータ（すなわち，校長室への呼び出し，
停学，学業成績など），さらには，生徒のアセス
メント（例；行動，社会性，情緒についての評定
尺度，学校安全や雰囲気の調査，教師評定尺度
（例；自己効力感，学校の雰囲気，組織の健全性）
などである。
社会性と感情の学習（社会・感情学習）
（SocialEmotionalLearning:SEL）
1994年に，フェツァーインスチチュート（Fetzer
Institute）は，発達，心理学，教育，健康にか
かわる研究者，実践者を集め，それまで多様では
あるがまとまりのないスクールベースのプログラ
ムのあり方に警鐘をならそうと会議を開いた。こ
のときに紹介された言葉が，社会性と感情の学習
（社会・感情学習）（Socialand Emotional
Learning:SEL）であった。日本では，社会性と
情動の学習とも呼ばれる（小泉，2005）。この
SELは，いわゆる単一のプログラムを超えて，
今では，フレームワーク（枠組み）となる考えで
あり，若者が人生において幸せにまた豊かな人間
関係を育むことを願って，それに必要なスキルを
学ぶ機会をつくることが目指されている。社会性
や感情の学習が，将来の成果にもっとも結びつき
易い年齢として考えられる就学前の子どもから高
校生を主に対象として効果的なスクールベースの
プログラムを確立していくことが目標である
（Elbertson,Bracket,&Weissberg,2010）。この
1994年の会議がきっかけとなり，キャセル（Col-
laborativeforAcademic,Social,and Emo-
tionalLearning:CASEL）が設立され，質の高
い，エビデンスに基づいたSELを確立していく
ことが目標にされ（Eliasetal.,1997），スクール
ワイドのSELの指針を示した（CASEL,2012）。
これによれば，効果的なSELの基本的なコン
ピテンスとして，5つがあげられている。すなわ
ち，自己覚知（self-awareness），社会的覚知
（socialawareness），責任ある意思決定（re-
sponsibledecisionmaking），セルフマネジメ
ント（self-management），関係維持のスキル
（relationshipskil）を獲得していくことを意図
している。また，教育関係者のための39のガイ
ドラインは，4つの主要な領域について示されて
いる。①ライフスキルと社会的コンピテンス，②
健康促進と問題解決スキル，③変化や危機に対応
するコーピングスキルとソーシャルサポート，④
ポジティブで貢献的な支援，の領域である。当初，
「SELとは何か？」ということに関心が向けられ
ていたが，しだいに，「SELを学校で効果的に教
えるにはどうすればよいか」ということに関心が
シフトしていった。今では，こうした動きのなか
で，これまでは異なる研究や実践の流れであった
キャラクター・エデュケーション，サービスラー
ニング，さらには，先に紹介したPBISなどとも
合流し，SELの枠組みが学校において可能にな
るようなサポートの構築に注意が注がれている。
SELの理論的な背景には，1990年代半ばのゴー
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ルマン（Goleman,1995）の感情知能（emo-
tionalinteligence）とガードナー（Gardner,
1993）の多重知能（multipleinteligence）の出
版による影響が強い。大切な学びは，人間関係の
文脈で生じるという考え方があるが（Paytonet
al.,2000），メンタルヘルスのみならず，道徳判
断や市民性，学力などさまざまな領域の研究にお
いても，このSELの発達が重要であることが示
されてきている。特に，SELと学力との関係が
強いことが多くの研究で示唆されている
（Brendtro,Brokenleg,& VanBocken,1990;
Izard,2002,Lazarus,1991;Mayer& Salovey,
1997;Zin,Weissberg,Wang,&Walberg,2004）。
すなわち，感情面の発達が，意欲や，考え，学び
の上で重要な役割を果たしていることが実証的に
明らかになってきたのである。さらには，子ども
の個人要因だけではなく，教師との関係や，学校
での居心地，雰囲気など，を含めて学習環境その
ものを望ましいものにすることが，学力を伸ばす
ことがわかっている。行政レベルにおいても労働
省や教育局（USDepartmentofLabor）は，
1999年に対人スキル，コミュニケーションスキ
ル，意思決定，問題解決，交渉能力，責任，自尊
心，傾聴，自己管理，などSELに関係する多く
のスキルを職場に適応する上で重要であると指摘
している。
効果的なプログラムを確立するために，スクー
ルワイドの介入を推し進めており，クラス全体，
教員，管理職全体を対象にしている。日常生活に
おいては，生徒の態度，行動などについての教師
や保護者への調査，インタヴュー等，日常生活の
様々な状況で集められる情報をもとにプログラム
の効果を探っている。
他方，実証的なアセスメントについては，研究
者と共に，効果を実証的に明かにするため，調査，
観察のほかに，学業成績，出席のデータを集め，
さらに感情リテラシーの尺度などを実施する。
SELはフレームワーク（枠組み）であることか
ら，実際の方法については，各プログラムによっ
て異なるが，SELの実施と継続性については，
まず，プログラムが，校長や関係者からスタート
することから考えられている。リーダーである管
理職にこの枠組みを深く理解してもらうことが重
要である。つぎに，SELプログラムのニーズや
資源をアセスメントし，実行可能な計画を立てる
ことが求められる。そして，最終的に，継続可能
な遂行段階となる。こうしたすべてのプロセスを
想定し，スムーズに進めていくことが必ず成果を
生むために大切である。また，実施していく上で，
プログラムを実施する学校スタッフ，プログラム
の評価と継続性，家族やコミュニティとの連携，
などを揺るぎないものとしていく必要性がある。
管理職や教師，家族へのトレーニングも必要であ
り，そのプロセスでトレーナーのリーダーを養成
していくことも介入を長く継続していくためにも
不可欠である。また，教師が日々長時間子どもた
ちとかかわることを考えると，教師の信念や理解
が子どもに大きな影響を与えることは明らかであ
る。したがって，教師がSELの重要性や目標，
具体的な方法を理解たうえで，これを実行してい
く効力感をもっているかどうかが大切である。し
たがって，SELプログラムのいずれも教師への
ワークショップには時間をかけている。
つぎに，生徒の家族をいかに連携していくかも
忘れてはならない。子どもが大きくなると親の子
どもへの関与度が減ってしまいがちであるが，こ
の背景には，学校が親と連携する機会を減らして
いることも関係しているようである。しかし，子
どものウェルビーイング（welbeing）を考える
と，実際は青年期こそ，学校と家族との連携の強
さが求められる。
地域レベルの評価システムが財団支援を受けて
アメリカ研究インスチチュート（AmericanIn-
stitutesforResearch:AIR）で行われる予定で
ある。すでに，多くのエビデンスが明らかにされ
ていることがサイトで述べられている。しかし，
さらに一層，地域が連携して長期的に効果を明ら
かにしていく必要性が述べられている（http://
casel.org/colaborating-districts-initiative/pro
ject-evaluation/）。
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1994年以来，すでに多くの学校でSELプログ
ラムが実施されてきた。多くの成果を上げている
にかかわらず，いまだこうしたプログラムを受け
入れていない学校がある。これらの学校は，SEL
の重要性を理解していなかったり，多くのその他
の活動に疲弊していたりする。また，こうしたプ
ログラムをシステマチックにカリキュラム化する
ことを念頭においていない。
また，国の政策である落ちこぼれ防止法などの
影響を受けて，学力向上のみに関心を向け，それ
にばかり時間を費やす学校もある。しかし，先に
も述べたように，学力や試験のみに焦点を当て，
SELの側面を軽んじていることは，最終的には，
子どもにとって望ましい成果をもたらさないと考
えられる。さらに，教員養成のなかで，こうした
理論と実践のスキルが学べるようにしていくべき
であり，教員を支援していくしくみを確立してい
くことが求められる。特に，学校内の活動をそれ
ぞれ別個のものとして考えるのではなく，SEL
の枠組みを理解して，他の教科教育や学校での活
動を有機的につなげて考えるしくみづくりや，学
年でバラバラな取り組みをするのではなく，学年
が上がるにつれて繋がっていくようなカリキュラ
ムを考えることが必要である。
アメリカ学校心理士会（NationalAssociation
ofSchoolPsychologists）では，学校にかかわ
るすべてのスタッフ，児童生徒，保護者の必要性
に応じた学校危機予防や介入対応を重視しており，
例年総会ではトレーニングコースを実施し，アメ
リカのスクールサイコロジストすべてがこうした
スキルを備えることを呼びかけている（Brock,
Jimerson,Hart,&Nickerson,2011）。この対応
策は，PREPaRE（PreventReaffirm Evaluate
ProvideandRespondExamine）と呼ばれ，以
下のような4つの特徴をもっている。
1つは，「包括的で研究に基づいている」点で
ある。アメリカ教育省（theU.S.Departmentof
Education）の4つの危機対応段階（Prevention/
mitigation-Preparedness/Response/Recovery）
と，theNationalIncidentManagementSys-
tem（NIMS）のインシデント・マネジメント・
システム（IncidentManagementSystem）を
ベースにしている。これは，アメリカで開発され
た災害現場・事件現場などにおける標準化された
マネジメント・システムのことであり，命令系統
や管理手法が標準化されている。1970年代に消
防により開発され，徐々に他の行政機関などでの
利用が拡大し，2004年に制定されている。発生
するあらゆる緊急災害・緊急事態に適用すること
が定められており，災害・事件の種類にかかわら
ず，日常の事件・事故からテロ事件・ハリケーン
災害などの危機管理まであらゆる緊急事態対応で
使用されている。この考え方は，現場重視のボト
ムアップ的な考え方であり，緊急事態においては
時間が最も重要な資源であり，現場の意思決定が
最も合理的であるという考え方に立つ。また，災
害の種類毎に対応方法が異っていると関係者がそ
れぞれの災害毎の対応方法を個別に理解しておか
なくてはならず，現実問題としてその全てを理解
することなど不可能であるという考え方から全て
の災害において同じプロセスで対応するという手
法をとっている。
このPREPaREでは，子どもたちの心身を重
視していることから，PTSDを予防し，事件事
故発生後もその回復につとめることが目標とされ
ている。PTSDはその後の，学力や抑鬱，非行
などとの関連性も指摘されており，中長期的な問
題の予防も含めて視野に入れられている。したがっ
て，学校危機予防対策だけでなく，リスクマネジ
メントのための心理教育などのアプローチにも精
通している必要がある。2つめは，学校独自のニー
ズに応じることである。学校独自の問題や状況に
応じた体制作りを考えて対応していくことを重視
している。3つめは，危機直後だけではなく，中
長期的な展望を持ち，学習環境の回復，望ましい
環境の創成を念頭においていることである。どの
ような取り組みが，学校全体のどういった成果と
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結びつくかなどもエビデンスをもとにアセスメン
トし，サポートしていくことが盛り込まれている。
4つめは，こうしたトレーニングをアメリカ全土
に普及して行くための努力が重ねられており，そ
の経過が常に報告されている。ワークショップを
受けた関係者は，不安感を解消し，満足度が高まっ
ている。こうした学校関係者の心理的な状況が，
たとえば効力感をもつなどポジティヴに変化する
こと事態が，危機予防にとって大切に考えられる。
以上，アメリカの学校危機予防について，現在
知る限りの特徴をまとめたが，刻々と変化をして
いる状況をどれだけ正確に把握できたかどうかに
ついては十分ではないところもある。しかし，
2011年の大震災体験以降，日本の学校心理士認
定運営機構，日本学校心理士会，NASPとの連
携に部分的にでもかかわった経験（日本学校心理
士会など，2011）及び，ソーシャルスキル教育な
ど子どもたちの予防教育にかかわってきた立場か
ら，世界の学校危機予防の必要性を主張していき
たいと考える。そのうえで，日本の学校が多くの
学校危機を予防し，起きても最小限に問題をとど
められるコンピテンスを高めて行くことの一助に
少しでもなれればと考える。
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